
事 業 概 況 （令和６年 10月分結果の概要） 

 

 保 険 給 付 

令和６年度労災保険業務機械処理の令和６年 10 月末現在における保険給付支払総額は 4,435 億円で、前年同期に比べ

て 0.2％減となっている。 

保険給付支払総額の給付種類別の状況 

  保険給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、年金等給付が 2,090億円で 47.1％と最も大きく、次いで療養補償給

付が 1,474億円で 33.2％を占めている。以下、休業補償給付が 13.1％、障害補償一時金が 3.9％、遺族補償一時金が 1.2％、

介護補償給付が 1.1％、葬祭料及び二次健康診断等給付がそれぞれ 0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を給付種類別に前年同期と比べてみると、遺族補償一時金が 14.2％増、二次健康診断等給付が 3.4％

増、障害補償一時金が 1.5％増、休業補償給付が 1.3％増、療養補償給付及び介護補償給付がそれぞれ 0.3％増となってい

るのに対し、葬祭料が 7.0％減、年金等給付が 1.5％減となっている。（第１表） 

 

 

 

 

 

保険給付支払総額の業種別の状況 

  保険給付支払総額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が 1,517 億円で 34.2％、「建設事業」が 1,207 億円で

27.2％、「製造業」が 1,002億円で 22.6％となっている。以下、「運輸業」が 11.2％、「鉱業」が 2.5％、「林業」が 1.4％、

「船舶所有者の事業」が 0.4％、「漁業」が 0.3％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を業種別に前年同期と比べてみると、「漁業」が 5.6％増、「船舶所有者の事業」が 2.5％増、「その他

の事業」が 1.7％増、「運輸業」が 1.5％増となっているのに対し、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 8.5％減、「鉱

業」が 4.8％減、「林業」が 4.5％減、「製造業」が 2.1％減、「建設事業」が 1.1％減となっている。（第２表） 

 

区　分　

　保険給付

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

合 計 444,633,448 100.0 1.0 443,549,706 100.0 0.2 △    

療 養 補 償 給 付 146,941,957 33.0 4.6 147,407,266 33.2 0.3

休 業 補 償 給 付 57,232,121 12.9 1.5 △    57,955,040 13.1 1.3

障 害 補 償 一 時 金 17,061,819 3.8 9.2 17,323,638 3.9 1.5

遺 族 補 償 一 時 金 4,634,484 1.0 9.0 5,294,138 1.2 14.2

葬 祭 料 1,052,844 0.2 8.4 979,238 0.2 7.0 △    

介 護 補 償 給 付 4,654,480 1.0 0.6 4,668,698 1.1 0.3

年 金 等 給 付 212,162,973 47.7 1.5 △    208,998,195 47.1 1.5 △    

二 次健 康診 断等 給付 892,770 0.2 11.8 923,494 0.2 3.4

(注1) 本表は、機械処理データの金額である（以下、各表同じ）。

第　１　表　　給 付 種 類 別 保 険 給 付 支 払 状 況

令和5年度　5年10月末 令和6年度　6年10月末

金 額 構成比
対前年
同　期
増減率

金 額 構成比
対前年
同　期
増減率

(注2) 本表の数値は、金額は百の位で、比率は小数点以下第2位で四捨五入を行っているため、

　　　合計が合わない場合がある（以下、各表同じ）。



 

 

 

年金等給付支払総額の業種別の状況 

  年金等給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、遺族補償年金が 1,168億円で 55.9％と最も大きく、次いで障害補

償年金が 802億円で 38.4％、傷病補償年金が 120億円で 5.7％を占めている。 

  年金等給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が 682 億円で 32.6％、「製造業」が 582 億円で 27.9％、

「その他の事業」が 460億円で 22.0％となっている。以下、「運輸業」が 11.3％、「鉱業」が 3.7％、「林業」が 1.6％、「漁

業」が 0.4％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」及び「船舶所有者の事業」がそれぞれ 0.3％となっている。（第３表） 

 

 

 

 

 

 

 

 

区　分　

　業　種

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

全 業 種 444,633,448 100.0 1.0 443,549,706 100.0 0.2 △    

林 業 6,510,935 1.5 4.0 △    6,218,720 1.4 4.5 △    

漁 業 1,119,756 0.3 6.9 △    1,182,993 0.3 5.6

鉱 業 11,573,321 2.6 9.7 △    11,017,420 2.5 4.8 △    

建 設 事 業 122,054,630 27.5 0.1 △    120,700,765 27.2 1.1 △    

製 造 業 102,280,378 23.0 0.7 100,158,889 22.6 2.1 △    

運 輸 業 49,021,172 11.0 1.2 49,740,969 11.2 1.5

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
1,006,124 0.2 1.8 920,294 0.2 8.5 △    

そ の 他 の 事 業 149,177,787 33.6 3.3 151,672,524 34.2 1.7

船 舶 所 有 者 の 事 業 1,889,345 0.4 2.6 △    1,937,132 0.4 2.5

第　２　表　　業 種 別 保 険 給 付 支 払 状 況

令和5年度　5年10月末 令和6年度　6年10月末

金 額 構成比
対前年
同　期

増減率

金 額 構成比
対前年
同　期

増減率

令和6年度　6年10月末現在

区　分　 障 害 補 償 遺 族 補 償 傷 病 補 償 合 計

　業　種 年 金 年 金 年 金 （ 年金等給付 ）

千円 千円 千円 千円 ％

全 業 種 80,237,362 116,804,547 11,956,286 208,998,195 100.0

林 業 958,207 2,235,123 133,882 3,327,212 1.6

漁 業 199,707 615,056 10,999 825,761 0.4

鉱 業 746,885 6,063,446 903,465 7,713,796 3.7

建 設 事 業 21,117,883 42,734,287 4,353,634 68,205,804 32.6

製 造 業 28,379,171 27,724,624 2,115,831 58,219,626 27.9

運 輸 業 8,992,247 13,302,544 1,260,237 23,555,027 11.3

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
129,705 385,155 25,443 540,302 0.3

そ の 他 の 事 業 19,520,099 23,319,994 3,133,988 45,974,081 22.0

船 舶 所 有 者 の 事 業 193,458 424,319 18,808 636,585 0.3

構 成 比 38.4% 55.9% 5.7% 100.0% －

(注) 「傷病補償年金」は、傷病補償年金受給者に係る療養の給付及び療養の費用を含む。

第　３　表　　業 種 別 年 金 等 給 付 支 払 状 況

構成比



保 険 料 

 

  令和６年度労災保険業務機械処理の令和６年 10 月末現在における保険料徴収決定済額は 9,203 億円で、前年同期に比

べて 2.1％増となっている。保険料収納済額は 4,391億円で、前年同期に比べて 3.3％増となっている。また、収納率につ

いてみると 47.7％となっており、前年同期に比べて 0.5ポイント上回っている。 

  保険料徴収決定済額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が 4,679億円で 50.8％と最も大きく、次いで、「建設

事業」が 1,881 億円で 20.4％、「製造業」が 1,626 億円で 17.7％を占めている。以下、「運輸業」が 8.3％、「船舶所有者

の事業」が 1.5％、「林業」が 0.6％、「漁業」、「鉱業」及び「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」がそれぞれ 0.2％とな

っている。（第４表） 

 

 

区　分　

令和5年度 令和6年度 令和5年度 令和6年度 令和5年度 令和6年度

　業　種 5年10月末 6年10月末 5年10月末 6年10月末 5年10月末 6年10月末

千円 千円 ％ ％ 千円 千円 ％ ％ ％ ％

全 業 種 900,999,205 920,333,229 100.0 2.1 424,924,204 439,128,961 100.0 3.3 47.2 47.7

林 業 5,758,358 5,107,018 0.6 11.3 △  2,867,264 2,563,552 0.6 10.6 △  49.8 50.2

漁 業 2,016,017 2,053,438 0.2 1.9 976,699 963,112 0.2 1.4 △   48.4 46.9

鉱 業 2,584,748 2,221,280 0.2 14.1 △  1,098,051 937,749 0.2 14.6 △  42.5 42.2

建 設 事 業 182,726,287 188,063,413 20.4 2.9 93,889,518 98,956,288 22.5 5.4 51.4 52.6

製 造 業 163,464,980 162,610,092 17.7 0.5 △   70,107,009 69,233,542 15.8 1.2 △   42.9 42.6

運 輸 業 77,217,521 76,609,386 8.3 0.8 △   30,368,114 30,715,428 7.0 1.1 39.3 40.1

電気、ガス、 水道

又は熱供給の 事業
2,240,711 2,242,951 0.2 0.1 901,098 922,241 0.2 2.3 40.2 41.1

そ の 他 の 事 業 450,924,834 467,873,105 50.8 3.8 218,191,514 228,351,998 52.0 4.7 48.4 48.8

船舶所有者の 事業 14,065,749 13,552,546 1.5 3.6 △   6,524,937 6,485,051 1.5 0.6 △   46.4 47.9

第　４　表　　業　種　別　保　険　料　徴　収　状　況
保 険 料 徴 収 決 定 済 額 保 険 料 収 納 済 額 収　納　率

構成比
対前年
同　期
増減率

構成比
対前年
同　期
増減率


